
日本木質バイオマスエネルギー協会 シニアアドバイザー

下川町役場 会計管理者 髙橋 祐二

令和６年１０月２４日（木）

北海道下川町の木質バイオマス熱利用事例
～公共施設の暖房の約７割が木質バイオマス～

「令和６年度 WOODBIO交流プラットフォームWEB勉強会」



下川町の概要

◇面 積 64,454ha（東西約20km、南北約30km）

◇森林面積 56,854ha（町の約９割が森林）

◇人 口 2,849人（令和６年９月末）

◇高齢化率 40.96％（令和６年９月末）

◇気温 最高33.8℃、最低-26.9℃

下川町市街地 冬期の景色

下川町（北緯4３度）
下川～名寄駅（バス）25分

旭川空港～旭川駅～名寄駅（JR、バス）3時間
羽田空港～旭川空港（飛行機）１時間50分



林業・林産業
○町の面積：64,454ha

（東西20ｋｍ、南北30ｋｍ）

○森林面積：56,854ha（町面積の9割）

国有林：48,496ha

町有林：4,444ha

私有林：3,914ha

〇循環型森林経営

S28：国有林から1,221ha払下げ

H6～15：国有林から1,902ha払下げ

伐採→植林、育林→伐採を繰り返す

毎年50ha×60年=3,000ha

・雇用の確保

・原木の安定供給

H26：確立しスタート

○樹種

カラマツ、トドマツ、

アカエゾマツなど

○林産業 4社5工場

（製材工場、構造用、造作用集成材工場など）

○森林林産関係事業 13社・団体（トドマツ精油、
家具用広葉樹材、木材運輸、笹、シイタケ栽培
等）

○市街地の半径1ｋｍ以内に約8割の世帯が集中



S28年 国有林払下1,221ha
H6～15年 国有林払下1,902ha

H16年度 五味温泉ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入
H17年度 幼児ｾﾝﾀｰﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

H21年度 役場周辺地域熱供給
H21年度 原料製造施設設置

H22年度 高齢者複合施設ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

H25年度 小学校・病院ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入
H26年度 中学校ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

森林バイオマスエネルギー利用による地域づくり

公共施設の熱供給6８％を森林バイオマスエネルギーに転換

循環型森林経営
（基盤づくり）

H24年度 一の橋ﾊﾞｲｵﾋﾞﾚｯｼﾞ

木材加工・流通
・販売

H10年度 下川産業クラスター研究会

H13~15年度 地域新エネルギービジョン策定（NEDO)

Ｈ23年度 環境未来都市選定
Ｈ23年度 森林総合産業特区指定
Ｈ25年度 バイオマス産業都市選定

H20年度 環境モデル都市認定

H12年度 林野庁の「国有林野のエネルギー資源利用検討会」のメンバーに安斎町⾧が参加

Ｈ８～ 構造改革、行財政改革、地方分権推進、市町村
合併推進及び交付税の削減など。また、地域経済環境は
、農林産物の価格低迷や購買力の低下など

新たな価値創造
○地域材活用住宅（環境共生型モデル
住宅）
○ＦＳＣ®認証（ＦＭ，ＣｏＣ）
○トドマツ精油
○森林療法や森林環境教育の実践
○カーボン オフセット
○木質バイオマスエネルギーなど

産業クラスターとは、地域経済の創造発展の戦略であり
、比較優位・競争優位の産業を基軸に関連する産業を「
ブドウの房」（＝クラスター）のように形成

H21年度 エコハウス（ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ導入）

H22年度 町営住宅（ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ導入）

H26年度 役場ﾎﾞｲﾗから町営住宅へ熱供給Ｈ30年度 SDGｓ未来都市選定

森林バイオマスエネルギーの主な経緯と経過

Ｈ20年度 森林組合ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

R元年度 ﾊﾞｲｵﾏｽ発電事業
1,815ｋW（民間）

Ｈ27年度 製材所ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

R元年度 一の橋ﾊﾞｲｵ熱供給S効率化改修

H19年度 育苗施設ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入（R3.５廃止）

R3年度 中学校ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗから地域間交流施設に熱供給開始

令和27年5月

令和元年6月

令和5年5月

平成11年5月

平成11年7月

安
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五味温泉木質ボイラ（第１号：平成16年から稼働）

733ｋW（６３万Kcal）

重油ボイラ

930ｋW(８０万Kcal）

重油ボイラ

施設:下川町
運営管理:一般財団法人 下川町ふるさと開発振興公社
泉質:含二酸化炭素水素塩泉
年間利用者:約10万人（内宿泊約8千人）
燃料消費量:A重油約200,000リットル/年+灯油

平成15年度:地域新エネルギービジョン具体化検討調査を実施（基本設計程度）

平成13、14年度：地域新エネルギービジョン策定（NEDO)
→公共施設の中で最もエネルギー消費が大きい「五味温泉」



五味温泉木質ボイラの計画と導入
温泉の加温、給湯、施設の暖房

930ｋW＋733ｋWの重油ボイラ

174ｋWの木質ボイラ
＋

930ｋW重油ボイラ

木質ボイラーの導入

【ケース１/冬期最大負荷時】
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重油を50％（100,000ℓ）削減

年間６０万円のコスト増

当時の木質ボイラの特性認識
・負荷変動に迅速に対応できない
・効率的に24時間、365日稼働が良い

平成16年度に環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業を活用し整備

森林バイオマスエネルギー利用による地域づくり
林業・林産業の活性化、地域内経済循環、地球温暖化対策

など



重油価格の推移と経費削減効果
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H16.4：
44.1円

H17.4：
55.65円

H20.10：
131.25円

H24.3
99.75円

発熱量
（Mcal）

重油換算
（ℓ）

Co2削減量
（ｔ-Co2)

重油金額換
算（千円）

木質燃料購
入費（千円）

経費削減額
（千円）

H17 821,365 94,736 265.26 6,124 2,618 3,506
H18 881,985 101,728 284.84 7,171 3,053 4,118
H19 916,783 105,742 296.08 8,257 3,261 4,996
H20 922,848 106,441 298.04 8,793 3,890 4,893
H21 875,750 101,009 282.83 6,737 4,188 2,549
H22 762,013 87,891 246.09 5,873 3,586 2,287
H23 646,551 74,573 208.81 5,758 3,038 2,720
H24 496,827 57,304 160.45 4,534 2,897 1,637

8年間のトータルで
2,671万円（約334万円/年）

●木質ボイラのメリット
・ランニングコスト削減
・地球温暖化対策
・地域内での経済循環と雇用

創造
・原油価格等に影響が少ない

安定した燃料
・建物内で火を利用しない安

全な暖房 など

現在:約125円/ℓ

デメリット
・イニシャルコストが高い
・灰出し、清掃などの作業

など



施設概要

林地残材等

木質原料資源 原料受入・自然乾燥・燃料製造 木質バイオマスボイラー収集・運搬 供給

令和５年度
1,780万円の利益を
協同組合と町で折半
（町は機械更新のため基金積立）

71,000,000円

平成21～22年度 町直営
平成21年10月 下川エネルギー供給協同組合設立

（ガソリンスタンド、燃料販売店:4社）
平成23年度 協同組合に業務委託
平成24年度～ 協同組合に指定管理

※納付金として町に250万円を納入

年間の最低生産量：1,000ｔ
規格：含水率WB30％、サイズ２インチ以下

木質原料製造施設

▼敷地面積等拡大:平成26年12月
▼敷地面積5,392㎡、施設108㎡、自走式切削用チップ製造機１台 事業費1億2,418万円

▼設置日:平成21年4月1日
▼敷地面積:15,754㎡
▼原料保管可能量:13,750㎥程度（8,250t:含水率（WB)５0％）
▼原料保管施設:延べ床面積428㎡（鉄骨造平屋建）→製品保管室、トラックスケール、機械格納庫、事務室
▼チッパー機等:自走式木材粉砕機１台、ロータリースクリーン１台 事業費1億3,814万円



役場周辺地域熱供給システム施設（平成22年度から稼働）

実施前
役場、消防署:役場機械室内に蒸気重油ボイラー（758,000Kcal）
公民館:役場機械室内に蒸気重油ボイラー（880,000Kcal）
総合福祉センター:灯油温水ボイラー（200,380Kcal×２台）

総合福祉センター

消防署

役場庁舎

公民館

実施後
木質バイオマス規模:1,200Kw（100kcal）１基
設備:重油ボイラ（465Kw×2基）、貯湯槽 8,000ℓ１基 など
熱媒体:温水暖房
配管敷設方式:地下埋設・IP管



役場周辺地域熱供給システム施設システムフロー

特徴
☆公害対策
☆含水率120％
☆ボイラ検査や資格・免

許が不要
☆熱管理システム など

化石燃料削減量112,000ℓ



◎地域課題
▼顕著な人口流出
昭和35年 2,058人(下川町 15,555人)
平成21年 95人(下川町 3,495人)
比較 △1,963人(下川町 12,060人)

95％(下川町 78％)

▼高齢化率
平成21年 51.6％

▼要因
☆産業の衰退
林業衰退、営林署統廃合、ＪＲ線廃止
⇒生産活動激減、若年層減少、地域
活力低下

☆生活基盤の衰退
買い物環境、住環境悪化
⇒社会不安、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ衰退など
⇒地域社会の維持が困難な状態

一の橋地区バイオビレッジ構想

めざすべき姿:超高齢化問題と低炭素化を同時解決
①エネルギー自給の向上
②環境配慮建築の導入
③地域資源の活用による新産業創造。
④集住化による自律型コミュニティモデルの創造

エネルギー自給型集住化エリア整備による集落の再生

約12km

中心市街地 一の橋

超高齢化対応社会モデル集落の構築



①障がい者支援施設
（既存）

⑥コミュニティセンター
（既存）

③集住化住宅(22戸）

暖房

スマートメーター④住民センター

郵便局、警察官立寄所、
住民の共有スペース

暖房

⑦集住化住宅(4戸）
宿泊施設(2戸）

⑤駅カフェイチノハシ
（地域食堂）

②ＥＶ充電器

⑨特用林産物栽培研究所

地域熱供給施設

太陽光パネル(15kW) 木質ボイラー

550kW×2

⑩誘致企業貸付試験研究施設

一の橋地域熱供給：ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ一の橋地域熱供給：ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ



①主な減少要因
■高齢者の減少（65歳以上）
・老人介護施設の市街地移転
・死亡
②取組の進展
・地域おこし協力隊定着 7名、起業化 4件
・菌床椎茸栽培事業（直営）雇用創出 30名
※令和5(2023)年に地域NPO法人へ事業移管(予定)
令和2(2020)年から地域NPO法人へ一部管理
委託開始

・薬用植物栽培事業（誘致企業）雇用創出 13名
・木工芸職人移住 2名
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42人(64.6%)
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19人(29.2%)
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H21（2009）年（住基10.1）人

歳

L=95人

14歳以下
2人(2.1%)

15～64歳以下
44人(46.3%)

65歳以上
49人(51.6%)

一の橋集落の現在（着手前→令和３年度）

森林バイオマスエネルギーを
中心とした地域再生



木質バイオマスボイラ

2005（H17）年3月 2006（H18）年3月 2008（H20）年12月

公共の温泉「五味温泉」 幼児センター 育苗施設

2010（H22）年3月

役場周辺地域熱供給施設 高齢者複合施設

2011（H23）年3月 2011（H23）年3月

町営住宅

一の橋地区
地域熱供給施設

小学校・病院地域熱供給
システム施設

2014（H26）年3月2013（H25）年5月

中学校熱供給施設

2015（H27）年1月

2021（R3）年5月廃止
（重油ボイラーに変更）



木質バイオマスボイラ導入アプローチ

１、基本構想 ２、基本計画

コンサルタント コンサルタント/設計会社

導入目的 ボイラ規模、バックアップ
ボイラ有無と規模、蓄熱
槽規模、配管設備、ボイラ
室、燃料保管庫、設置位
置などの組合せから最適
なシステムを判断

施設のエネルギー把握

ボイラ・蓄熱槽の選定

設置場所

燃料供給体制

管理運営体制 図面（配置、平面等）

経済性等の評価 概算工事費

法律等による届出 導入スケジュール

補助事業

補助金申請
交付決定

３、実施設計 ４、施工

設計会社 建設・設備・電気会社

入札・設計書・各種図面 入札・議会承認・施工

５、完成・稼働

1、基本構想 2、基本計画 3、実施設計 4、施工 5、完成・稼働

1～3年間 1～2年間

期間



下川町における木質バイオマスボイラ導入改善



配管等の保温



Danish-Japan Technology Transfer Program

地域のバイオマス利用と地域熱供給の計画

Jens Birch Jensen

一の橋ﾊﾞｲｵ熱供給S効率化改修（地域熱供給第３世代から第４世代へ）

蒸気システム、コンクリー
トのダクト内の蒸気配管 加圧温水システム

重量のある設備
大規模オンサイトステーシ
ョン温度レベル

エネルギー効率

製造時に断熱加工された配管
工業化（※量産化?）されたコン
パクトなサブステーション（断
熱済）
計量と監視

ピーク用石
油ボイラー

局所的な地域熱供給 地域熱供給

廃棄物焼却

工業での余剰熱

風力の余剰電力

工業での余剰熱

未来のエネルギー源

双方向地域熱供給

分散型ヒートポンプ

廃棄物焼却CHP

地熱

低エネルギー需要
スマートグリッド（エネル
ギー源と分配と消費の最適
な相互作用）
双方向地域熱供給

出所:プランエナジー社（デンマーク王国）

80℃



一の橋バイオビレッジ熱供給システム効率化改修
本町の現状（第３世代地域熱熱供給）
○送り温度が80度で熱ロスが大きく、非効率な燃料消費。
○送りと戻り温水温度差が少なく、非効率な電気・燃料消費。
○熱の需要量に関わらず常時一定の温水を送り続け、非効率な電気消費。

改善策
○送り温度が高いので、温度を下げる。（80度→60度）
○送りと戻りの温水温度差を大きくすることにより、省エネ効果が発揮す
る（ΔＴ3.7度→ΔT1５度以上）
○必要な時に必要な量の温水を送る。（インバーターポンプ設置）

日本の技術基準による解決策
○外部インバーター制御導入
○熱需要予測システム開発

削減効果
○電気代 R元:180,817kwh→Ｒ2:154,901kwh（△14.3%）
○燃料費 R元:953ｔ→R2:921ｔ（△3.4％）※推計

期待される効果
○ポンプの消費電力
○燃料用チップ消費量の削減

需要予測 供給計画

予測因子 供給計画 供給設備制御需要予測横河ソリューションサービス
株式会社との共同研究

T送り（℃）

T戻り（℃）

T送り－ T戻り

= ΔT（デルタT、往復の温度差）

温水の温度は60℃で必要な量のお湯を送る。
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森林バイオマスエネルギー導入に伴う効果と独自施策

施 設 名 R3年度
木質バイオマス使用量 燃料代削減効果 Co2削減効果

五 味 温 泉 3,343t 約3,900万円 3,012t-co2
幼 児 セ ン タ ー

役場周辺地域熱供給
高齢者複合施設

一の橋地区地域熱供給
小学校・病院地域熱供給

中 学 校

①再生エネルギーボイラ更新費用
②子育て支援の充実

・保育料の軽減措置（１割）・学校給食費補助（２割）
・乳幼児等医療費扶助（中学生まで医療費無料）
・不妊治療費支給 自己負担の１／２ 15万円限度
・乳児すこやかに育て応援（年間36,000円→2歳未満支給）

■経費削減効果

■独自施策
（基金積立条例(Ｈ25.4.1～):71,732,000円）

コスト削減を
将来負荷軽減
子育て支援充実

●木質ボイラのメリット
・ランニングコスト削減
・地球温暖化対策
・地域内での経済循環と雇用創造
・原油価格等に影響が少ない安定した燃料
・建物内で火を利用しない安全な暖房



木質バイオマスと化石燃料の熱量比較

木材含水率 熱量

0％ 19.4ＭＪ/Ｋｇ

10％（11％） 17.2ＭＪ/Ｋｇ

30％（43％） 12.8ＭＪ/Ｋｇ

50％（100％） 8.4ＭＪ/Ｋｇ

木質バイオマス熱量

※（ ）はドライベース

木材含水率

重油１ℓ：39.1ＭＪ 燃料用チップ3Ｋｇ：38.4ＭＪ

化石燃料ボイラ効率は95％。木質ボイラ効率80％。
重油１ℓに対して燃料用チップ4ｋｇで同じ熱量想定した場合
重油価格125円/ℓ≒燃料用チップ４ｋｇ×13.2円/ｋｇ＝53円

72円/ℓコスト削減

木部（絶乾）
0.5t

生木
1t

水分 0.5t

0.5

0.5

＝ 1 ＝100 %

乾量基準含水率 DB (DryBase)

ドライベース含水率

0.5

0.50.5

＝

＋

1

0.5
＝ 0.5 ＝50%

湿量基準含水率 WB (WetBase)

ウェットベース含水率

製紙用チップ等
の基準



再エネ熱出力合計
蒸気4t/hr、温水4,065kW

自給率 約56％
（公共施設の熱需要量の内、

約68％が木質ボイラ）

再生可能エネルギー（熱）導入状況



下川森林バイオマス発電施設

下川森林バイオマス熱電併給施設
北の森グリーンエナジー

（元:北海道バイオマスエネルギー㈱）

役場周辺地域熱供給

下川変電所

小学校・病院熱供給

高齢者複合施設熱供給

中学校熱供給幼児センター熱供給



下川森林バイオマス熱電併給事業概要

会 社 名：北海道バイオマスエネルギー㈱

住 所：下川町西町９５８番地１

資 本 金：４９９百万円

事業内容：木質ペレット製造、熱電併給事業
操 業：令和元（2019）年5月
燃 料：木質ペレット（１０，０００ｔ／年）
発電方式：ガスエンジン
発電出力：１，８１５kW（１６５kW×１１基）

発 熱 量：２，８６０kW（約１０GJ／h）

（約半分の熱をペレット乾燥用に利用）
温水温度：８０℃
雇用効果：社員１名、運転員(地元民間委託)５名 （出典:北海道電力㈱HP プレスリリース）

（出典:三洋貿易㈱パンフレット ドイツ ブルクハルト社製）

令和６年７月 事業譲渡
会社名：北の森グリーンエナジー
（三洋貿易、大日本ダイヤコンサルタント、

下川運輸が出資）

令和６年３月 事業休止



再エネ発電出力合計
３，１６５kW

みなし自給率 約104％

再生可能エネルギー（電力）導入状況



木質ボイラ更新
取得年階層別ボイラー数

出典:日本木質バイオマスエネルギー協会HP「農林水産省
令和4年度木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

既存施設の整備年度整
2004（H17）年度：1施設、1台
2005（H18）年度：1施設、1台
2008（H20）年度：1施設、1台
2009（H21）年度：1施設、1台
2010（H22）年度：2施設、2台
2012（H24）年度：1施設、2台
2013（H25）年度：1施設、1台
2014（H26）年度：1施設、1台

8施設の整備費は約13億5千万円
（建物等の施設費を含む）

木質バイオマス基金 7,173万円



Ｂ＆Ｇ海洋センタ
ー

公民館

まちおこしセンター

宿泊研修交流施設

地域間交流施設

Ｂ＆Ｇ海洋センター

市街地の地域熱供給システム面的拡大へ

スポーツセンター

林業総合センター

バスターミナル合同センター

脱炭素社会?

個別木質ボイラ
↓

地域熱供給システムへ

利点
・ボイラ更新費用の低減
・熱融通による効率的な木質ボ
イラ利用

・ボイラ管理費の低減
・将来に向け多様な熱利用

懸念事項
・熱導管のイニシャルコスト
・ポンプ動力の電気代

木質バイオマスエネルギーの今後

共生型住まいの場




